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目的 

航空機ビジネスプロフェッショナル養成講座（BP講座）の目的は、我が国の次世代基

幹産業の候補である民間航空機産業の振興・拡大を支える優れた人材を輩出するた

め、航空機の開発・設計・製造・販売・運航・整備等に関わる極めて広い工学関連分野

に対し、体系的かつ実践的・創造的なキャリアアップ教育を実施することである。技術革

新の進む民間航空機産業において、日本での民間航空機の開発経験を有する一流の

講師陣から、体系化された教育内容の直接指導を受ける。これは世界でもまれな取り組

みである。 

講座概要 

本講座により習得することができる技術、知識、手法等は以下のとおりである。 

1. 従来の航空工学知識を最新の開発知見で強化した技術、知識、手法 

① 最新の構造設計、装備設計等、航空機設計に関連する技術 

② 最新の安全性設計、信頼性設計、整備性設計等、航空機の運用に関連する知

識 

③ 最新の試験評価、認証取得等、航空機の安全性担保のための世界的ルールに

関する知識 

2. 航空工学以外の他工学知識を航空機へ適用した技術、知識、手法 

① 大規模システム・インテグレ－ション等、システム工学に関する知識 

② プログラム管理等、プロジェクト・マネジメントに関する知識、手法 

3. 工学以外の他学問知識を航空機へ適用した技術、知識、手法 

① 市場・顧客理解（マーケティング）等、最終アウトプットを見通す技術 

② 製品企画等、課題設定のための体系的手法 

③ 販売・金融等、企業グループの経営に関係する知識 
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テキスト概要 

#1: 安全性・信頼性 

① 航空会社設立から運航開始まで航空法を元に説明する。 

② 整備の目的と分類、整備管理業務について解説する。 

③ 過去の事故の事例や事故後の対策を通して安全・信頼の重要性、及び安全管

理規定や信頼性管理プログラム等の実際の取り組みについて講義する。 

 

#2: 安全性証明 

① 航空の安全性と安全を守るための制度について講義する。 

② 航空機の安全性の基準、型式証明を取得するプロセスを解説する。 

③ 航空機システムの安全性証明について、開発保証プロセスの考え方を説明す

る。 

 

#3: エアライン経営 

① 「市場・顧客理解」として、航空会社経営のビジネスとしての魅力、課題、取組

等について講義する。 

② 今後の航空会社や民間航空機の進むべき方向性や展望について解説する。 

③ 大手航空会社経営の経験から、これからの本邦航空産業の中核を担う若手に

伝えたいことを説明する。 

 

#4: 航空機リース 

① 民間航空機購入の多くは、今やエアラインではなく航空機リース会社となって

いる。 

② 民間航空機のリースビジネスの基本を解説する。 

③ 更に、リースビジネスの観点から民間航空機への要求、課題を説明する。 

 

#5: LCCから考えるエアラインビジネス 

① 我が国の航空情勢、旅客流動状況・予測について説明する。 

② LCCの歴史と構造、世界の LCCの概観について講義する。 

③ COVID-19の影響による輸送旅客数の推移予想について解説する。 

 

#6: Market Intelligence 

① 「市場・顧客理解」として、販売、セールスに関する実業、考え方等を講義する。 

② 民間航空機販売に必要な市場分析、顧客分析、マーケティング等の実際、課

題等について解説する。 

 

 

 



 

 

#7: 概念設計 

① 航空機の特徴、分類、開発の流れ並びに民間航空機の概要について説明す

る。 

② 市場調査、狙う事情と需要予測を通して商品企画・構想設計について解説す

る。 

③ 概念設計としての要求定義、概念スケッチ、コンセプト検討、諸元策定等につ

いて講義する。 

 

#8: 風洞試験 

① 航空機開発、特に空力設計を行う上で必要となる風洞試験の概要、種類、特

徴について講義する。 

② 風洞試験を実施するうえで必要な技術、設備、ノウハウについて説明する。 

 

#9: プロジェクト・マネジメント 

① 実践的プロジェクト・マネジメントにについて講義する。 

② 航空機開発でのアクティビティー、業務プロセスとそのシステム化について解

説する。 

③ 現場で使われている様々なマネジメント手法について説明する。 

 

#10: Project Program Management 

① 民間航空機開発を経験した立場から、プログラム及びプロジェクト管理を解説

する。 

② マネジメントの内容、課題、取り組みの実際を説明する。 

 

#11: システム・インテグレーション 

① システム・インテグレーションとは何か、その重要性と実行方法について講義

する。 

② モジュール型とインテグレーション型の開発方法の違いについて解説する。 

③ システム・インテグレーションの能力を得るための工学的アプローチについて

説明する。 

 

#12: Systems Engineering 

① 近年注目され発達してきている大規模システム開発技術について説明する。 

② 大規模システム開発に必要な仕組み、課題、ツールについて説明する。 

 

 

 

 

 



 

 

#13: マネジメント・オブ・テクノロジー 

① マネジメント・オブ・テクノロジーの役割や難しさについて講義する。 

② 「長期的な付加価値創造の最大化」、を実現するための、戦略的な思考と実行

が必要性について解説する。 

③ コア技術戦略の内容や事例について説明する。 

 

#14: ヘリコプタ設計 

① 歴史や分類、用途、飛行の原理についてヘリコプタの概要を説明する。 

② ヘリコプタの構成要素及びブレード翼素理論について講義する。 

 

#15: 降着装置設計 

① 航空機システムでエンジンに次いで複雑、高価な降着システムの概要を説明

する。 

② 降着システムの開発例、課題、取り組みについて説明する。 

 

#16: 電装システム設計 

① 航空機システムとアビオニクスについて講義する。 

② IMA（Integrated Modular Avionics）について解説する。 

③ IMA＋ネットワーク等、近年のアビオニクス設計の変化について説明する。 

 

#17: 油圧システム設計 

① 航空機の飛行安全に直結する重要システムである油圧システムの概要を説明

する。 

② 油圧システムの実例、開発例、課題について説明する。 

 

#18: 内装設計 

① 民間航空機で旅客快適性に直結する内装システムの概要を説明する。 

② 世界の民間機の内装開発例、課題、取り組みについて説明する。 

 

#19: 航空機製造 

① 航空機の部品の仕分け、各工程での構成部品の管理について説明する。 

② 航空機の主要構造と各種加工技術について講義する。 

③ 複合材製造技術、デジタル技術について解説する。 

 

#20: Supply Chain Management 

① 航空機開発製造で、極めて重要なシステム・装備品の調達・購買について説

明する。 

② システム・装備品のサプライヤとの交渉、契約、管理について説明する。 

 



 

 

#21: エンジン設計・製造 

① 航空機の最重要システムである航空エンジンの概要について説明する。 

② 航空エンジンの実例をもとに、開発、設計、製造について説明する。 

③ 更に、航空エンジン製造販売事業の実態、課題等について説明する。 

 

#22: 民間機事業 

① 世界最大の民間航空機製造会社のひとつであるボーイング社の事業を説明

する。 

② 同社の開発実例、課題、取り組みについて解説する。 

③ 更に今後の民間航空機の動向、最新状況について説明する。 

 

#23: ドクターヘリ事業に明日はあるのか？ 

① 本邦におけるヘリコプタ運用の最大需要であるドクターヘリ事業を説明する。 

② ドクターヘリ事業の現状、課題等について説明する。 

 

#24: 民間航空機産業の現状と課題 

① 民間航空機産業の構造と特殊性、発展の歴史について講義する。 

② 日本の市場規模、構造について解説する。 

③ 今後の各種課題について説明する。 

 

#25: MRO 

① 民間航空機の運航を支える MRO（維持、修理、点検）事業の概要を説明する。 

② MROの現状、課題、取り組みについて説明する。 

 

#26: 空港運営 

① 民間航空機の運航で最も重要な施設である空港の運用について説明する。 

② 空港事業の現状、課題、今後の取り組みについて説明する。 

 

#27: 電動航空機 

① 民間航空機の今後の将来を決定づける電動化の概要を説明する。 

② 電動航空機の現状、課題、動向について説明する。 

③ JAXAが進める電動航空機開発について説明する。 

 

#28: 航空ベンチャー 

① 最近注目を集めている「空飛ぶクルマ」に代表される、小型電動垂直離着陸有

人機の実例として開発が進む「SkyDrive」の現状について講義する。 

② 今後実用化が期待される「空飛ぶクルマ」のこれからの市場、利用形態、課題

等について解説する。 

 



航空会社における安全性・信頼性向上に向けた取り組み
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吉田 保夫



1

1. 会社紹介

2. 航空会社設立から運航開始まで（技術面）
＜参考＞エアバスA350導入、ZIPAIR Tokyo設立

3.JALグループにおける安全管理と信頼性管理

4.落下物防止の取り組み

5.JALエンジニアリングが目指すもの

目次
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1. 会社紹介

(1)株式会社JALエンジニアリング（JALEC）の概要

(2)航空会社と整備（修理）改造認定事業場
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1. (1) JALECの概要

商号： 株式会社JALエンジニアリング
(英文：JAL Engineering Co., Ltd. 略称：JALEC)

設立： 2009年10月1日
資本金： 8,000万円
株主： 日本航空株式会社（100％）
代表者： 代表取締役社長 北田 裕一
従業員数：約4,000名、うち約3,000人が整備士
主な事業所： 羽田空港、成田空港、伊丹空港
業務内容：航空機およびエンジン・部品の整備を行うとともに、

航空会社の整備機能を担う。
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1. (1) JALECの概要

㈱JAL航空機整備成田、㈱JAL航空機整備東京、JALエンジンテクノロジー
㈱、㈱JALアビテック、の4社を統合するとともに、羽田空港を含む国内空港
における航空機整備の現業部門ならびに一部を除く間接機能を㈱日本航空
インターナショナル整備本部より移管し、㈱JALエンジニアリングを設立

㈱ジェイエア整備部門と統合して大阪国際空港に「大阪航空機整備セン
ター」を設立、㈱ジェイエアの整備業務の管理の受託を開始

春秋航空日本㈱様の整備業務の管理の受託を開始

㈱フジドリームエアラインズ様の整備受託を開始

創立10周年

㈱ZIPAIR Tokyoの整備業務の管理の受託を開始

2009年10月

2016年4月

2018年6月

2019年1月

2019年10月

2019年12月
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1. (1) JALECの概要

企業理念
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1. (1) JALECの概要

運航整備

空港に到着した航空機に対して、次のフライトまでの間に行う点検・整備作業、わずかでも不具
合の兆候があれば直ちに修復作業や故障の隔離、代替機能の確認など行い、航空機を常に
安全な状態に維持
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1. (1) JALECの概要

機体点検整備

機体システム・電気装備品・客室装備品・機体構造・塗装のスキル毎に細分化、通常1～1
年半毎に実施する定期整備、不具合を未然に防ぐための改修作業や機体を保護し美しく保
つための塗装作業を実施
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1. (1) JALECの概要

エンジン整備

エンジン構成部品を単体まで分解し、エンジンブレード 1枚 ボルト 1本まで検査して自社修理
可能な部品を修理・点検し、組立・試運転まで実施
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1. (1) JALECの概要

装備品整備

航空機の脚部や動翼といった大きなものから、機内エンターテイメント機器や飛行・操縦に用い
られる計器類の整備
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1. (1) JALECの概要

機体整備の実施拠点
（委託先を含む）
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1. (1) JALECの概要

外国籍航空機の整備受託

＜国籍記号（例）＞
B:中国・台湾
HS:タイ
HL:韓国
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1. (1) JALECの概要

外国籍の航空機やエンジン、装備品を整備するためには各国航空局の認定事業場と
しての認可を取得しなければならない。

現在JALECが認定を保有しているのは、15の国・地域となっている。

各国の航空局から認定事業場の認可を取得するためには、各国の航空法に基づいて
マニュアル(日本における業務規程にあたる)を制定しなければならない。

ICAO加盟国が定めた航空法は、国際民間航空条約(シカゴ条約)の規程並びに同条約
の附属書(ICAO Annex)として採択された標準、方式および手続きに準拠して制定され
ているため、各国固有の要件はあるものの基本要件は同じである。JALECも各国の航
空法に基づいてマニュアルを制定し、各国航空局より認定事業場としての認可を取得
している。
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1. (1) JALECの概要

外国籍の航空機やエンジン、装備品に関する業務に従事する者(間接部門も含む)は、JALECが制定した
各国のマニュアル(RSM/QCM, MOE, MOM, Supplemental Manual)に定めた要件に従い、各国の
Regulation訓練やその他必要な訓練を受講し外国認定業務にあたっている。
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1. (1) JALECの概要

外国当局からの認定(1) 15か国から8機種についてライン整備の認定を取得
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1. (1) JALECの概要

外国当局からの認定(2）
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1. (1) JALECの概要

航空関係法令としては、航空法、同施行令、同施行規則等があるが、航空法第三章・
第七章およびこれに関わる施行規則が、航空運送事業における安全性に関わる。

＜航空法の目次＞
第一章 総則（第一条・第二条）
第二章 登録（第三条―第九条）
第三章 航空機の安全性（第十条―第二十一条） ←別冊資料あり
第四章 航空従事者（第二十二条―第三十六条）
第五章 航空路、空港等及び航空保安施設（第三十七条―第五十六条の五）
第六章 航空機の運航（第五十七条―第九十九条）
第七章 航空運送事業等（第百条―第百二十五条）←別冊資料あり
第八章 外国航空機（第百二十六条―第百三十一条の二）
第九章 無人航空機（第百三十二条―第百三十二条の三）
第十章 雑則（第百三十三条―第百三十七条の四）
第十一章 罰則（第百三十八条―第百六十二条）
附則
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1. (1) JALECの概要

（事業場の認定）
第二十条 国土交通大臣は、申請により、次に掲げる一又は二以上の業務の能力が国土交通省令で
定める技術上の基準に適合することについて、事業場ごとに認定を行う。

一 航空機の設計及び設計後の検査の能力
二 航空機の製造及び完成後の検査の能力
三 航空機の整備及び整備後の検査の能力
四 航空機の整備又は改造の能力
五 装備品の設計及び設計後の検査の能力
六 装備品の製造及び完成後の検査の能力
七 装備品の修理又は改造の能力

２ 前項の認定を受けた者は、その認定を受けた事業場（以下「認定事業場」という。）ごとに、国土交
通省令で定める業務の実施に関する事項について業務規程を定め、国土交通大臣の認可を受けなけれ
ばならない。これを変更しようとするときも同様とする。

整備会社としての国の認定（別冊資料「第三章」 p.6～p.7）

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/415AC0000000058_20190914_501AC0000000037
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1. (1) JALECの概要

表面
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1. (1) JALECの概要

裏面
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1. (1) JALECの概要

（業務の管理の受委託）
第百十三条の二 本邦航空運送事業者の事業の
用に供する航空機の運航又は整備に関する業務の
管理の委託及び受託については、国土交通大臣の
許可を受けなければならない。

２ 国土交通大臣は、前項の許可をしようとするとき
は、次の基準によって、これをしなければならない。
一 受託者が本邦航空運送事業者その他当該業務
の管理を行うのに適している者であること。
二 委託者及び受託者の責任の範囲が明確である
ことその他当該委託及び受託が輸送の安全を確保
するために適切なものであると認められること。

航空会社の整備機能を担うための国の許可
（別冊資料「第七章」 p.7）
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1. (1) JALECの概要

JALグループにおける整備機能の分担

JAL

738

767

777

787

A350

JAIR ZIPAIR
TOKYO

SJO

738

ERJ

787

JALEC

JALECは、JALをはじめJALグループ各航空会社（プロップ機除く）および春秋航空日
本（SJO）様の整備管理を受託している。
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1. (2) 航空会社と整備（修理）改造認定事業場

（航空機の整備又は改造）別冊資料「第三章」 p.6
第十九条 航空運送事業の用に供する国土交通省令で定める航空機であって、耐空証明のあるも
のの使用者は、当該航空機について整備（国土交通省令で定める軽微な保守を除く。次項及び次
条において同じ。）又は改造をする場合（第十七条第一項の修理又は改造をする場合を除く。）に
は、第二十条第一項第四号の能力について同項の認定を受けた者が、当該認定に係る整備又は改
造をし、かつ、国土交通省令で定めるところにより、当該航空機について第十条第四項各号の基準に
適合することを確認するのでなければ、これを航空の用に供してはならない。

（修理改造検査）別冊資料「第三章」 p.4～p.5
第十七条 耐空証明のある航空機の使用者は、当該航空機について国土交通省令で定める範囲
の修理又は改造（第十八条の予備品証明を受けた予備品を用いてする国土交通省令で定める範
囲の修理を除く。）をする場合には、その計画（次条第一項の承認を受けた設計（同条第三項の
承認があつたときは、その変更後のもの。同条において同じ。）又は国土交通省令で定める輸入した
航空機の修理若しくは改造のための設計に係るものを除く。）及び実施について国土交通大臣の検
査を受け、これに合格しなければ、これを航空の用に供してはならない。

航空会社の整備または改造を行うことができる者

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/415AC0000000058_20190914_501AC0000000037
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1. (2) 航空会社と整備（修理）改造認定事業場

航空法施行規則に基づく作業の区分
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1. (2) 航空会社と整備（修理）改造認定事業場

国空機第1692号

整理番号 3-001
「航空機の整備および改造について」
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1. 会社紹介

2. 航空会社設立から運航開始まで（技術面）
＜参考＞エアバスA350導入、ZIPAIR Tokyo設立

3.JALグループにおける安全管理と信頼性管理

4.落下物防止の取り組み

5.JALエンジニアリングが目指すもの

目次
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2. 航空会社設立から運航開始まで（技術面）

(1)許認可の流れ（ZIPAIR Tokyo）
事業許可、運航規程・整備規程、運航管理施設等の検査
安全性実証試験

(2)航空機の受領（A350）

(3)令和元年6月の法改正

(4)整備の目的と分類

(5)整備管理業務
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2. (1) 許認可の流れ

②運航規程・整備規程
の認可

③運航管理施設
等の検査

①事業許可
事業に係る事項、安全に係る事項の2つに
大別され(サーキュラー4-001に詳細は記載：
別添1 ) 以下についての資料を航空局に提
出し、事業開始までに準備できることを説明
する。以下いずれについても証明書類の提
出が求められる。
(1) 事業に係る事項
資金計画が事業遂行に必要十分であるか、
会社の運営体制、事業地域、想定ダイヤ等
(2) 安全に係る事項
運航乗務員、客室乗務員が必要数確保でき
ること、航空機が確保できること、整備体制
が整っていること、運航管理施設が整ってい
ること、就航地点で委託を行う場合、委託会
社はいずれかなど。
適合表を作成、提出し証明を行う。

A. 第100条の許可を取得後、商業運航開始にあたっては、航
空運送事業の用に供する施設に対し、運航管理施設等の検
査を受検し、合格しなければならない。(サーキュラー4-002)

B. 安全性実証試験は運航管理施設等の検査に位置づけら
れる。当該サーキュラー4-002第2.3項及びサーキュラー4-
003に記載された「本邦航空運送事業者等が実施する安全
性実証試験に係る運用指針」に沿い実施が必要であり、合
計50時間(通常飛行25時間、不具合を模擬した飛行最低25
時間)の実施が求められる。

第104条により本邦航空運送事業者は、国土
交通省令で定める航空機の運航及び整備に
関する事項について運航規程及び整備規程
を定め、国土交通大臣の認可を受けなけれ
ばならないとある。それぞれ、運航規程審査
要領細則、整備規程審査要領細則に適合し
ていることを証明し、認可を受ける。適合表を
作成し、証明を行う。



28

2. (1) 許認可の流れ
（許可）
第百条 航空運送事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の許可を受け
なければならない。（以下省略）

（許可基準）
第百一条 国土交通大臣は、前条の許可の申請があつたときは、その申請が
次の各号に適合するかどうかを審査しなければならない。（以下省略）
２ 国土交通大臣は、前項の規定により審査した結果、その申請が同項の基
準に適合していると認めたときは、航空運送事業の許可をしなければならない。
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（運航規程及び整備規程の認可）
第百四条 本邦航空運送事業者は、国土交通省令
で定める航空機の運航及び整備に関する事項につい
て運航規程及び整備規程を定め、国土交通大臣の
認可を受けなければならない。これを変更しようとする
ときも同様である。
２ 国土交通大臣は、前項の運航規程又は整備規
程が国土交通省令で定める技術上の基準に適合し
ていると認めるときは、同項の認可をしなければならな
い。

2. (1) 許認可の流れ
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2. (1) 許認可の流れ

（運航管理施設等の検査）
第百二条 第百条第一項の許可を受けた者（以下「本邦航
空運送事業者」という。）は、当該許可に係る事業の用に供
する航空機の運航管理の施設、航空機の整備の施設その他
の国土交通省令で定める航空機の運航の安全の確保のため
に必要な施設（以下「運航管理施設等」という。）について国
土交通大臣の検査を受け、これに合格しなければ、当該運航
管理施設等によりその事業の用に供する航空機を運航し、又
は整備してはならない。運航管理施設等について国土交通省
令で定める重要な変更をしたときも同様である。
２ 国土交通大臣は、前項の検査の結果、当該施設によって
本邦航空運送事業者がこの法律に従い当該事業を安全かつ
適確に遂行することができると認めるときは、これを合格としな
ければならない。法第１０２条第２項
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2. (1) 許認可の流れ

実証試験に関する通達

これらを進めていくにあたってはご当局との緻密な調整が必要であり、かなりの回数の
打ち合わせが必要である。ZIPAIR Tokyoについても初回打ち合わせから運航開始まで
は2年間を要したが、毎週1,2回相談、説明の機会を持って頂いた。なお、ZIPAIRの就航
までの期間は他社と比べてもかなり短いとのことであった。
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2. (2) 航空機の受領（A350）

（登録）
第三条 国土交通大臣は、この章で定めるところ
により、航空機登録原簿に航空機の登録を行う。
（国籍の取得）
第三条の二 航空機は、登録を受けたときは、日
本の国籍を取得する。
（新規登録）
第五条 登録を受けていない航空機の登録（以
下「新規登録」という。）は、所有者の申請により
航空機登録原簿に左に掲げる事項を記載し、且
つ、登録記号を定め、これを航空機登録原簿に
記載することによって行う。
一 航空機の型式
二 航空機の製造者
三 航空機の番号
四 航空機の定置場
五 所有者の氏名又は名称及び住所
六 登録の年月日

（登録証明書の交付）
第六条 国土交通大臣は、新規登録をしたときは、申請
者に対し、航空機登録証明書を交付しなければならない。
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2. (2) 航空機の受領（A350）

（型式証明）
第十二条 国土交通大臣は、申請により、航空機の型式
の設計について型式証明を行う。
２ 国土交通大臣は、前項の申請があつたときは、その
申請に係る型式の航空機が第十条第四項の基準に適合
すると認めるときは、前項の型式証明をしなければならな
い。
３ 型式証明は、申請者に型式証明書を交付することに
よって行う。
４ 国土交通大臣は、第一項の型式証明をするときは、
あらかじめ経済産業大臣の意見をきかなければならない。

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/415AC0000000058_20190914_501AC0000000037
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2. (2) 航空機の受領（A350）

製造国当局が発行した輸出耐空証明書
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2. (2) 航空機の受領（A350）

（耐空証明）
第十条 国土交通大臣は、申請により、
航空機（国土交通省令で定める滑空機
を除く。以下この章において同じ。）につい
て耐空証明を行う。
２ 前項の耐空証明は、日本の国籍を有
する航空機でなければ、受けることができ
ない。但し、政令で定める航空機について
は、この限りでない。
３ 耐空証明は、航空機の用途及び国
土交通省令で定める航空機の運用限界
を指定して行う。
４ 国土交通大臣は、第一項の申請があ
つたときは、当該航空機が次に掲げる基
準に適合するかどうかを設計、製造過程
及び現状について検査し、これらの基準に
適合すると認めるときは、耐空証明をしな
ければならない。
一 国土交通省令で定める安全性を確
保するための強度、構造及び性能につい
ての基準
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2. (2) 航空機の受領（A350）

（耐空証明の有効期間）
第十四条 耐空証明の有効期間は、一年とする。
但し、航空運送事業の用に供する航空機について
は、国土交通大臣が定める期間とする。
２－３ （略）
４ 国土交通大臣は、第一項の申請があつたとき
は、当該航空機が次に掲げる基準に適合するかど
うかを設計、製造過程及び現状について検査し、
これらの基準に適合すると認めるときは、耐空証明
をしなければならない。
一 国土交通省令で定める安全性を確保するため
の強度、構造及び性能についての基準

第十一条 航空機は、有効な耐空証明を受けて
いるものでなければ、航空の用に供してはならない。
但し、試験飛行等を行うため国土交通大臣の許
可を受けた場合は、この限りでない。
２ 航空機は、その受けている耐空証明において
指定された航空機の用途又は運用限界の範囲内
でなければ、航空の用に供してはならない。
３ 第一項ただし書の規定は、前項の場合に準用
する。
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2. (2) 航空機の受領（A350）

航空法施行規則
第十四条 法第十条第四項第一号（法第十条の二第二項において準用する
場合を含む。）の基準は、附属書第一に定める基準（装備品及び部品につい
ては附属書第一に定める基準又は国土交通大臣が承認した型式若しくは仕様
（電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）の適用を受ける無線局の無
線設備にあっては、同法に定める技術基準））とする。

第十四条の二 前条第一項の型式又は仕様の承認を申請しようとする者は、
装備品等型式（仕様）承認申請書（第七号の二様式）を国土交通大臣に
提出しなければならない。
２ （略）
３ 前条第一項の型式又は仕様の承認は、装備品等型式（仕様）承認書
（第七号の三様式）を申請者に交付することによって行う。
４－９ （略）
１０ 前条第一項の承認を受けた型式又は仕様の装備品又は部品を製造す
る者は、当該装備品又は部品に同項の承認を受けた旨の表示を行わなければ
ならない。

第十五条 国土交通大臣は、申請により、装備品又は部品が第十四条第一
項の型式に適合するものであるかどうかについて検査を行い、これに適合すると
認めるときは、当該型式に適合する旨の認定を行う。
２ 前項の規定により行うべき検査の種類は、前条第三項の装備品等型式
（仕様）承認書において指定する。
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2. (2) 航空機の受領（A350）

（救急用具）
第六十二条 国土交通省令で定める航空機には、落下さんヽ 、
救命胴衣、非常信号灯その他の国土交通省令で定める救急用具
を装備しなければ、これを航空の用に供してはならない。

航空法施行規則
（救急用具）
第百五十条 航空機は、次の表に掲げるところにより、救急用具を
装備しなければこれを航空の用に供してはならない。

（特定救急用具の検査）
第百五十二条 第百五十条の規定により航空機に装備しなけれ
ばならない非常信号灯、救命胴衣、これに相当する救急用具、救
命ボート、航空機用救命無線機及び落下傘さん （以下「特定救
急用具」という。）は、その性能及び構造について国土交通大臣の
検査に合格したものでなければならない。ただし、型式について国
土交通大臣の承認を受けたもの並びに自衛隊の使用する航空機
に装備するものでその性能及び構造について防衛大臣が適当であ
ると認めたものについては、この限りでない。
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2. (2) 航空機の受領（A350）

現地駐在領収検査事務所
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2. (2) 航空機の受領（A350）
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2. (3) 整備の目的と分類

A. 整備の目的
航空機の機能と信頼性を維持し向上することにより、安全、定時かつ快適な航空機を社会
に提供することである。

B. 整備の基本方針
安全性、定時性および快適性を維持向上させるため整備を実施する。なお、整備の実施に
際し、法的要件をはじめとした社会的制約条件も考慮する。

C. 品質目標
安全性、定時性および快適性を追求する。
与えられた制約条件のもとで、いずれかを優先しなければならない場合は、安全性を最も優
先させる。
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2. (3) 整備の目的と分類

この品質目標を実現するため、それぞれ以下について実施する。

a. 安全性
事実および科学的判断に基づき、航空機の状態と日常の業務の中から安全を損なう要因
を排除し、耐空性を維持する。

b. 定時性
航空機および整備作業に起因する発着の遅延を防ぐため、各部門において、発生した故障
が安全性や快適性に及ぼす影響の程度を判断し、選別して、修理持越しが可能なものは適
切な時期に計画的に修理を行うことによって不必要な遅延を避ける。
また、定時性の根本的な改善のため、遅延の主たる原因となる故障の発生を抑止する。

c. 快適性
旅客や貨物に対する諸装備が充分な機能と信頼性をもって働くように維持すると共に、航空

機の内外を清潔に保ち、美観を保持する。
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2. (3) 整備の目的と分類

機体整備(Ship Maintenance)
機体に装備されたエンジンおよび装備品を含めた航空機全体を対象とする作業である。エンジンおよび装備品
の分解を必要とする作業や複雑な調整、試験等を行う必要がある場合はそれらをServiceable なものと交換
する作業のみ行う。機体構造のように容易に交換できない部分は機体整備として修理・加工等の作業を行う。

工場整備(Shop Maintenance)
機体から取りおろされたエンジン、装備品および部品に対する整備作業であり、目的とする整備が終わった後は
Serviceable な予備品として保管され、必要なときに機体に装備される。

＜整備の分類＞
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2. (3) 整備の目的と分類

＜整備作業の区分＞
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2. (4) 整備管理業務（技術・品質・訓練・生産）

(1)Maintenance Requirement Manual（MRM）
整備作業の計画の基礎となる定例整備要目および非定例整
備要目を設定しているマニュアル

(2)MEL/CDL Manual（MCM）
整備と運航に共通の運用許容基準(含むCDL) を設定してい
るマニュアル

(3)Aircraft Maintenance Manual（AMM）
機体作業に関する整備作業の基準、手順および航空機の標
準装備を設定しているマニュアル

(4)Illustrated Parts Catalog （IPC）
機体構成部品表を記載しているマニュアル

(5)Structural Repair Manual（SRM）
機体構造に関する修理作業の手順を設定しているマニュアル

(6)Wiring Diagram Manual（WDM）
機体配線図を記載しているマニュアル

(7)Power plant Overhaul Manual（POM）
原動機に関する修理作業の手順を設定しているマニュアル

(8)Component Overhaul Manual（COM）
部品に関する修理作業の手順を設定しているマニュアル

(9)Standard Process Manual（SPM）
溶接・メッキ等、特定の専門的作業に関する規格と手順

(10)Material Handling Manual（MHM）
整備作業に必要な材料の規格、使用法および取扱法

(11)Nondestructive Test Manual（NDT）
機体構造および機体主要Component に関する非破壊検
査の規格と手順

MM は次の11 のManual から成り、更にManual によっては、機種別、エンジン形式別等のVolume
（編）に分けられる。

技術管理
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2. (4) 整備管理業務（技術・品質・訓練・生産）

「品質保証」とは、品質を保証するための”仕組
み”であり、「品質管理」とは、その仕組みに従って
常に一定の品質を維持するための”活動”のこと
を言う。航空法施行規則第三十五条第六項によ
り、認定事業場は認定業務の的確な実施のため
に品質管理制度を定めなければならない。すなわ
ち直接部門だけでなく間接部門が係る認定業務
についても、航空機および装備品の品質を保証す
るために品質管理制度に従わなければならない。

JALECは、航空機やエンジン、装備品の整備の
品質目標として、安全性、定時性および快適性
の追求を掲げ、4M(Man, Method, 
Machine, Material)の維持管理、整備記録
の管理、監査制度等について業務規程を制定し
それに遵守して業務にあたることで航空機および
装備品の品質を保証している。

品質管理
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2. (4) 整備管理業務（技術・品質・訓練・生産）

整備士の養成
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2. (4) 整備管理業務（技術・品質・訓練・生産）

事業計画に基づく運航諸元、あるいは技術計
画や受託の計画から、将来発生する整備の作
業量を予測、つまり負荷計画の策定を行う。

一方でその負荷を、認定の範囲や能力・場所、
時期などを勘案しながら、自社あるいは他社の
リソースを活用してどのようにこなすのかを計画
するのが、処理計画の策定である。

処理側の計画は、人員、施設設備といったいわ
ゆるリソースに関する計画であるが、これらは中
長期的な戦略に基づく人財育成や施設設備投
資計画、そして収支の計画と密接な関係にある
ため、広く深い議論を尽くしたうえで意志を込め
て策定すべき、全社員にとって極めて重要なもの
である。これらの計画は具体的には右表にある
ようなことを勘案して立案される。

生産管理
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1. 会社紹介

2. 航空会社設立から運航開始まで（技術面）
＜参考＞エアバスA350導入、ZIPAIR Tokyo設立

3.JALグループにおける安全管理と信頼性管理

4.落下物防止の取り組み

5.JALエンジニアリングが目指すもの

目次
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3. JALグループにおける安全管理と信頼性管理

(1)御巣鷹山事故と事故後の対策

(2)安全管理規程

(3)義務報告・安全報告書
（https://www.jal.com/ja/flight/report/pdf/index_014.pdf）

(4)リスクマネジメント

(5)信頼性管理プログラム

(6)航空機メーカーとの連携

https://www.jal.com/ja/flight/report/pdf/index_014.pdf
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

1985年8月12日
ボーイング747SR型機 JA8119が墜落
乗員、乗客520名が死亡、生存者4名
単独航空機の事故としては航空史上最悪
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

運輸省航空事故調査委員会
航空事故調査報告書

1987年6月19日発行
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

JAL123便JA8119号機は、1985年8月12日、乗客509名、乗員15名が搭乗して、18時12分大阪
（伊丹）空港に向け羽田空港を離陸しました。

巡航高度24,000フィート（7,315メートル）に到達する直前、伊豆半島東岸に差しかかる18時24分
35秒、同機に「ドーン」という音と共に飛行の継続に重大な影響を及ぼす異常事態が発生しました。
機体後部圧力隔壁が破壊して、客室内与圧空気が機体尾部に噴出し、APU（補助動力装置）及び機
体後部を脱落させ、垂直尾翼の相当部分を破壊し、それに伴い動翼を動かす油圧装置が全て不作動となり
ました。

以後、同機は激しい上下・蛇行運動を繰り返しながら約32分間飛行を続けましたが、18時56分頃群馬県
多野郡上野村の山中（標高1,565メートル、御巣鷹山南方の尾根）に墜落しました。

本事故の原因は、同機が事故の7年前（1978年）大阪空港着陸時に起こした尾部接触事故の修理に
際し、ボーイング社により行なわれた後部圧力隔壁の上下接続作業の不具合にあり、7年間の飛行でその部
分に多数の微小疲労亀裂が発生、次第に伸長し、この飛行で隔壁前後の差圧が大きくなった時点で亀裂同
士が繋がり一気に破壊が進み、2ないし3平方メートルの開口部ができたものと推定されています。
（運輸省航空事故調査報告書要約）
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

後部圧力隔壁が損壊し

尾部胴体・垂直尾翼・
操縦系統の損壊が生じ

飛行性の低下と主操縦
機能の喪失をきたしたため
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

1978年(昭和53年)6月2日
大阪国際空港(伊丹)着陸時に
後部胴体下部を滑走路に接触。
機体を中破。

お客さま
2名重傷、
23名軽傷。
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

運輸省航空事故調査委員会
航空事故調査報告書より

後方から見た図
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

1.機材改修
① 垂直尾翼点検孔にふた
② 自動遮断弁（作動油）の取り付け
③ 油圧システムの配管変更
④ 後部圧力隔壁の強化

2.整備プログラムの強化
① 747機体構造再点検の実施
② 747SR特別検査プログラムの設定
③ 長期監視プログラムの設定
④ 後部圧力隔壁検査プログラムの変更

3.安全への体制強化
① 航空安全推進委員会の設置
② 技術総本部の設定

＜事故後に取った対策＞

3.安全への体制強化（続）
③ 米州技術・品質保証部の設置
④ 技術研究所の設置
⑤ 機付整備士制度の導入
⑥ 品質保証体制の強化
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3. (2) 安全管理規程

（輸送の安全性の向上）別冊資料「第七章」p.2
第百三条 本邦航空運送事業者は、輸送の安全の確保が最も重要であることを自覚し、
絶えず輸送の安全性の向上に努めなければならない。

（安全管理規程等）別冊資料「第七章」p.2
第百三条の二 本邦航空運送事業者（その事業の規模が国土交通省令で定める規模
未満であるものを除く。以下この条において同じ。）は、安全管理規程を定め、国土交通
省令で定めるところにより、国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更しようと
するときも、同様とする。
２ 安全管理規程は、輸送の安全を確保するために本邦航空運送事業者が遵守すべき
次に掲げる事項に関し、国土交通省令で定めるところにより、必要な内容を定めたもので
なければならない。
一 輸送の安全を確保するための事業の運営の方針に関する事項
二 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の体制に関する事項
三 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の方法に関する事項
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3. (2) 安全管理規程

四 安全統括管理者（本邦航空運送事業者が、前三号に掲げる事項に関する業務を統括管
理させるため、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にあり、かつ、航空運送事業
に関する一定の実務の経験その他の国土交通省令で定める要件を備える者のうちから選任す
る者をいう。以下同じ。）の選任に関する事項
３ 国土交通大臣は、安全管理規程が前項の規定に適合しないと認めるときは、当該本邦航
空運送事業者に対し、これを変更すべきことを命ずることができる。
４ 本邦航空運送事業者は、安全統括管理者を選任しなければならない。
５ 本邦航空運送事業者は、安全統括管理者を選任し、又は解任したときは、国土交通省令
で定めるところにより、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。
６ 本邦航空運送事業者は、輸送の安全の確保に関し、安全統括管理者のその職務を行う
上での意見を尊重しなければならない。
７ 国土交通大臣は、安全統括管理者がその職務を怠った場合であつて、当該安全統括管
理者が引き続きその職務を行うことが輸送の安全の確保に著しく支障を及ぼすおそれがあると
認めるときは、本邦航空運送事業者に対し、当該安全統括管理者を解任すべきことを命ずるこ
とができる。



63

3. (2) 安全管理規程

四 安全統括管理者（本邦航空運送事業者が、前三号に掲げる事項に関する業務を統括管
理させるため、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にあり、かつ、航空運送事業
に関する一定の実務の経験その他の国土交通省令で定める要件を備える者のうちから選任す
る者をいう。以下同じ。）の選任に関する事項
３ 国土交通大臣は、安全管理規程が前項の規定に適合しないと認めるときは、当該本邦航
空運送事業者に対し、これを変更すべきことを命ずることができる。
４ 本邦航空運送事業者は、安全統括管理者を選任しなければならない。
５ 本邦航空運送事業者は、安全統括管理者を選任し、又は解任したときは、国土交通省令
で定めるところにより、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。
６ 本邦航空運送事業者は、輸送の安全の確保に関し、安全統括管理者のその職務を行う
上での意見を尊重しなければならない。
７ 国土交通大臣は、安全統括管理者がその職務を怠った場合であつて、当該安全統括管
理者が引き続きその職務を行うことが輸送の安全の確保に著しく支障を及ぼすおそれがあると
認めるときは、本邦航空運送事業者に対し、当該安全統括管理者を解任すべきことを命ずるこ
とができる。
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3. (2) 安全管理規程



65

3. (3) 義務報告・安全報告書

https://www.mlit.go.jp/koku/content/001355724.pdf

別冊資料「第七章」p.6
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3. (3) 義務報告・安全報告書
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3. (3) 義務報告・安全報告書
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3. (3) 義務報告・安全報告書

https://www.jal.com/ja/flight/report/

別冊資料「第七章」p.6
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3. (3) 義務報告・安全報告書

別冊資料「第七章」p.7



70

3. (3) 義務報告・安全報告書

別冊資料「第七章」p.7～p.8
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3. (4) リスクマネジメント

特定されたハザードに対し、下表の「結果の重大度についての区分」を用い、重要度の５段階の点数付けを
行うとともに、「予測される発生頻度（被害の発生確率）の推定」を用い同様に5段階の点数付けを行う。
これら２つの点数を乗じた結果に基づき、リスク評価マトリックスによりリスクレベルの評価を行う。
なお、CAT IおよびCAT II落下物は当社として受容不能であるため、リスク評価マトリックスによりリスクレ
ベルが2と評価された場合は、3へ格上げを行う。

 

  重大度(Severity) 

危険 

(8 ポイント) 

重大 

(5 ポイント) 

中程度 

(3 ポイント) 

軽度 

(2 ポイント) 

軽微 

(1 ポイント) 

予
測
さ
れ
る
発
生
頻
度

(P
ro

b
a
b
ility) 

極めて多い 

(5 ポイント) 40 25 15 10 5 

多い 

(4 ポイント) 32 20 12 8 4 

時々発生 

(3 ポイント) 24 15 9 6 3 

少ない 

(2 ポイント) 16 10 6(*) 4 2 

まれ 

(1 ポイント) 8 5(*) 3(*) 2 1 
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3. (4) リスクマネジメント
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3. (5) 信頼性管理プログラム

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価・分析 

情報共有 

処置の提案 

是正処置  

 ・特別整備の実施 

 ・作業手順の見直し 

 ・整備要目の見直し 

不具合データ 不具合発生 

整備の実施 

機材運航 

整備方式 

国内法の要件 

製造国政府の要件 

航空機・Engine・装備品製造者の要件 

安全性 

定時性 

快適性 

Monitoring Program 



74

3. (5) 信頼性管理プログラム

当社の信頼性管理体系は次のMonitoring Programから構成されている。

(1) Event Monitoring Program 
日常の運航中、整備中（機体、部品）において発生する不具合を対象とするプログラム

(2) Trend Monitoring Program
ATA System毎の不具合および装備品の取卸し状況について、統計データを基に定量
的手法を主体として長期的に故障傾向を監視するプログラム

(3) Specific Monitoring Program
運航の重要性、故障傾向および機体の特性等の観点から特定の対象を定め、その対象
について監視するプログラム

(4) Aircraft Total Performance Monitoring
航空機材の運用に伴う耐空性(運航阻害発生率、Engine In-flight Shutdown発
生率)、定時性、快適性等に係る総合的な機材品質を監視するプログラム
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3. (5) 信頼性管理プログラム

Event Monitoring
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3. (5) 信頼性管理プログラム
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3. (5) 信頼性管理プログラム
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3. (6) 航空機メーカーとの協業
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3. (6) 航空機メーカーとの協業
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3. (6) 航空機メーカーとの協業
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3. (6) 航空機メーカーとの協業
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3. (6) 航空機メーカーとの協業
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1. 会社紹介

2. 航空会社設立から運航開始まで（技術面）
＜参考＞エアバスA350導入、ZIPAIR Tokyo設立

3.JALグループにおける安全管理と信頼性管理

4.落下物防止の取り組み

5.JALエンジニアリングが目指すもの

目次
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4. 落下物防止の取り組み

(1)国による取り組み

(2)JALECの取り組み
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4. (1) 国による取り組み

羽田空港機能強化に伴う飛行経路の変更
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4. (1) 国による取り組み
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4. (1) 国による取り組み
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4. (1) 国による取り組み
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4. (1) 国による取り組み
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4. (2) JALECの取り組み
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4. (2) JALECの取り組み
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4. (2) JALECの取り組み
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4. (2) JALECの取り組み



- 1 -MHI PROPRIETARY

航空機の安全性証明について

令和２年１０月３日

名古屋大学大学院 工学研究科
Business Professional 養成講座

三菱重工業株式会社
戸上 健治



- 2 -MHI PROPRIETARY

本日の講義の内容

1. 航空の安全を守るための制度
～国際制度と日本の制度～

2. 航空機の安全性の基準
3. 型式証明制度と取得プロセス
4. 航空機システムの安全性証明
5. 装備品等の認証制度
6. 機体を輸出する時に考えなくてはいけないこと



- 3 -MHI PROPRIETARY

１．航空における「安全性」の定義
２．安全性証明 vs. 型式証明
３．航空安全を担保する仕組み（法体系）
４．型式証明 vs. 耐空証明
５．なぜ型式証明が必要なのか?

（どのプログラムでも苦労しているのに。。。）
６．型式証明／耐空証明以外の航空安全を守る制度
７．開発保証／プロセス保証／V&Vプロセス
８．機体を輸出するときに考えなくてはならないこと

本日の講義のポイント



- 4 -MHI PROPRIETARY

Flying into the future.

1．航空の安全を守るための制度

試作4号機飛行試験
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安全とは、
「リスクが許容レベル以下に維持されている状態（注1）」
と定義されており、設計・製造だけではなく、機体の使われ方も含む。
（例:操縦が適切か、整備が適あ切か等）

1.1 航空の安全とは?－安全性の定義と安全性証明－

一般に「航空の安全性」というと、航空機の設計・製造が適切
であることと捉えられることが多い。

注１）ARP4754:Guidelines for Development of Civil Aircraft and Systems
注２）Convention on International Civil Aviation, April 4, 1947 (通称シカゴ条約）

 航空機の開発～製造～運航の全フェーズの安全性の基準を満
足していることを示す ⇒ 安全性証明

 航空機は実用化の早期から、国家をまたいで、安全に運航でき
るよう、国際ルール（注2）が定められた。

ﾘｽｸを厳密に0にすることはできないことから、現実的
な定義付けとそれを守る仕組みが作られている。
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1.2 航空の安全を守る国際ルール

Convention on International Civil Aviation:
国際民間航空条約(通称: シカゴ条約)
• 1947年施行の国際条約（外交条約）。

（日本は1953年にICAO（国際民間航空機関）加盟）

• 国際航空を行う場合の標準，方式，手続きが定められている。
⇒ 航空機設計の技術上の基準もこれに含まれる。

• 条約加盟国（注1）は，この基準を満足するように自国の法規を規
定する。

各国は、この条約に準拠し、法令の整備を実施してい
るため，航空法体系（内容）は似ている。

(注１）シカゴ条約批准国は自動
的に国際連合の専門機関の一
つである国際民間航空機関
(ICAO)に加盟することになってい
る。
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Convention on International Civil Aviation:ANNEXES
シカゴ条約には、19の附属書が制定されている。
＜製造メーカーに関係が深い附属書＞
ANNEX 1 : Personnel Licensing （航空従事者免許）

:
ANNEX 6:Operation of Aircraft （航空機の運航）

:
ANNEX 8:Airworthiness（航空機の耐空性）

:
ANNEX 13:Aircraft Accident and Incident Investigation

（航空事故調査）
:

ANNEX 16:Environmental Protection
（騒音、排出物、CO2）

1.2 航空の安全を守る国際ルール
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＜国際民間航空条約 第８附属書 「航空機の耐空性」（抜粋）＞
第１章 型式証明
1.4 型式証明
1.4.1 設計国は航空機の型式が設計の面で適切な耐空性要件に適合する十分な根拠を受け取った後、

型式証明書を発行して、設計を定義し、かつ、航空機型式の設計を承認したことの明示を行わなけ
ればならない。

第２章 製造
2.2.1 製造国は、各航空機（下請業者及び供給業者が製造した部品を含む。）が、耐空性を有すること

を保証しなければならない。
第４章 航空機の耐空性継続
4.2.3 登録国の責務 航空機が耐空性を有する状態並びに第６附属書の整備要件並びに第８附属書の

該当する要件に適合する状態を維持されることを確実にする要件を定めること。

設計国が型式証明を実施
↓

製造国が型式証明どおり製造
↓

登録国が耐空証明を発行
登録国が航空従事者の技能証明を発行

＜航空安全を守るための国の責任＞

型式証明、耐空証明の
詳細については、次項の
日本の制度の中で説明。

1.2 航空の安全を守る国際ルール
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Convention on International Civil Aviation:
国際民間航空条約(通称: シカゴ条約) の中で知っておくと良いポイン
トは以下の通り。
 適用範囲は民間航空機のみ。国、軍、警察、税関の機体は適

用外（第3条）。

 航空機の耐空性*)（1機ごとの耐空性）は登録国の責任（第
31条、ANNEX8）。 ←設計国でない点に注意

*) 性能、構造、装備、騒音、排出物の基準に合致した状態

 パイロットのライセンス（航空従事者の技能証明）は登録国の
責任（第32条、ANNEX1）

1.2 航空の安全を守る国際ルール
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設計の検査 製造過程検査 現状の検査

同一機種の全機体で共通

型式証明は，この共通部分の基準への適合性をあらかじめ証明し，耐空証明検
査の一部を省略するもの（法十二条）。つまり，耐空証明と同じ基準に「型式」が
合致していることを示す必要がある。

1. 安全性を確保するための強度・構造及び性能についての基準
2. 騒音の基準
3. 発動機の排出物の基準

<3つの技術基準に適合していることを上記3種類の検査で証明>

型式証明書

新規設計の場合、この部
分の検査に通常5～8年

程度が必要

＜自動車の例＞
プリウスの型式:DAA-ZVW30

（型式証明は設計国が設計者に付与）

1.3 航空安全を守る本邦の仕組み－耐空証明 vs. 型式証明－
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1.3 航空安全を守る本邦の仕組み

シカゴ条約に準拠

法律

通達、告示、通知等

航空法
航空法施行令

航空法施行規則

耐空性審査要領

航空法施行規則
附属書第一

航空機及び装備品
の安全性を確保

するための強度，構
造及び性能に

ついて

航空法施行規則
附属書第二

航空機の
騒音の基準

航空法施行規則
附属書第三

航空機の発動機の
排出物の基準

航空機検査業務
サーキュラー

航空法体系

3つの技術基準
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1.3 航空安全を守る本邦の仕組み

航空法（抜粋）
第一条
この法律は、国際民間航空条約の規定並びに同条約の附属書として採択された標

準、方式及び手続に準拠して、航空機の航行の安全及び航空機の航行に起因する障
害の防止を図るための方法を定め、並びに航空機を運航して営む事業の適正かつ合理
的な運営を確保して輸送の安全を確保するとともにその利用者の利便の増進を図ること
等により、航空の発達を図り、もつて公共の福祉を増進することを目的とする。

第十一条
航空機は、有効な耐空証明を受けているものでなければ、航空の用に供してはならな

い。但し、試験飛行等を行うため国土交通大臣の許可を受けた場合は、この限りでない。
２ 航空機は、その受けている耐空証明において指定された航空機の用途又は運用限
界の範囲内でなければ、航空の用に供してはならない。
３ 第一項ただし書の規定は、前項の場合に準用する。

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=327AC0000000231_20170530_428AC0000000051&openerCode=1#96 出典:e-Gov

日本で飛行機を飛ばすためには、
①耐空証明を受ける

②11条但し書きに基づき国土交通大臣の許可を得る
のどちらかが必要。

日本の航空法はシカゴ条
約に準拠して作られたこと

の明示。
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1.3 航空安全を守る本邦の仕組み
第十条
国土交通大臣は、申請により、航空機（国土交通省令で定める滑空機を除く。以下この章において同

じ。）について耐空証明を行う。

２ 前項の耐空証明は、日本の国籍を有する航空機でなければ、受けることができない。但し、政令で定め
る航空機については、この限りでない。

＜3項省略＞

４ 国土交通大臣は、第一項の申請があつたときは、当該航空機が次に掲げる基準に適合するかどうかを設
計、製造過程及び現状について検査し、これらの基準に適合すると認めるときは、耐空証明をしなければなら
ない。
一 国土交通省令で定める安全性を確保するための強度、構造及び性能についての基準
二 航空機の種類、装備する発動機の種類、最大離陸重量の範囲その他の事項が国土交通省令で定めるものである

航空機にあつては、国土交通省令で定める騒音の基準
三 装備する発動機の種類及び出力の範囲その他の事項が国土交通省令で定めるものである航空機にあっては、国土

交通省令で定める発動機の排出物の基準

５ 前項の規定にかかわらず、国土交通大臣は、次に掲げる航空機については、設計又は製造過程につい
て検査の一部を行わないことができる。
一 第十二条第一項の型式証明を受けた型式の航空機（初めて耐空証明を受けようとするものに限る。）

＜5項の二省略＞
三 耐空証明を受けたことのある航空機

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=327AC0000000231_20170530_428AC0000000051&openerCode=1#96 出典:e-Gov

日本で登録されている＝JA番号をつけている

10条5項が、民間機を開発する際
に型式証明を取得する理由!!



- 14 -MHI PROPRIETARY

～型式証明～

1.3 航空安全を守る本邦の仕組み－耐空証明 vs. 型式証明－

航空法十二条

第十二条 国土交通大臣は、申請により、航空機の型式の設計について型
式証明を行う。

２ 国土交通大臣は、前項の申請があつたときは、その申請に係る型式の航空
機が第十条第四項の基準(*)に適合すると認めるときは、前項の型式証明を

しなければならない。
３ 型式証明は、申請者に型式証明書を交付することによつて行う。

４ 国土交通大臣は、第一項の型式証明をするときは、あらかじめ経済産業
大臣の意見をきかなければならない。

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=327AC0000000231_20170530_428AC0000000051&openerCode=1#96

（出典:e-Gov）

*)十条四項の基準
一 国土交通省令で定める安全性を確保するための強度、構造及び性能についての基準

二 航空機の種類、装備する発動機の種類、最大離陸重量の範囲その他の事項が国土交通省令で定め
るものである航空機にあっては、国土交通省令で定める騒音の基準

三 装備する発動機の種類及び出力の範囲その他の事項が国土交通省令で定めるものである航空機に
あっては、国土交通省令で定める発動機の排出物の基準
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耐空証明 vs. 型式証明

耐空証明 型式証明

準拠法令 法10条 法12条

申請者 運航者（エアライン等） 設計製造メーカー

責任国
（発行者） 機体の登録国 メーカーの所在国1)

（設計国）

有効期限 1年2) なし

1) 複数の機体が運航国に輸入される場合には、運航者が円滑に運航国（輸入国）の耐
空証明を取得できるように、設計国（輸出国）の審査結果を受けて、簡易的な審査で
運航国が型式証明を発行することが通常行われている。 （ref:航空安全相互承認

協定）
2) 一定の要件を満足することで、複数年で耐空証明を取得できる制度があり、連続式耐

空証明と呼ばれる。

1.3 航空安全を守る本邦の仕組み－耐空証明 vs. 型式証明－
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安全とは、
「リスクが許容レベル以下に維持されている状態（注1）」
と定義されており、設計・製造だけではカバーされていない要件
がある（例：操縦方法の適切性等）

1.1 航空の安全とは？ －安全性の定義－

一般に「航空の安全性」というと、航空機の設計・製造が適
切であることと捉えられることが多い。

注１）ARP4754：Guidelines for Development of Civil Aircraft and Systems

 航空機の開発～製造～運航の全期間を通じて、航空安全
が守られるよう、各種の制度が各国に定められている。

 また、航空機の使われ方を考え、国家をまたいでも、安全に
運航できるよう、早期に国際ルールが定められた。

ﾘｽｸを0にすることはできないことから
現実的な定義付けとそれを守る仕組みが
作られている。
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1.2 航空の安全性を守る仕組み －国際ルールの制定－

Convention on International Civil Aviation：
国際民間航空条約(通称: シカゴ条約)

• 1944年に採択された国際条約。
（日本は1953年にICAO（国際民間航空機関）加盟）

• 国際航空を行う場合の標準，方式，手続
き等が定められている。
⇒航空機設計の技術上の基準もこれに
含まれる。

• 条約加盟国※は，この基準を満足するよ
うに自国の法規を規定する。 シカゴ条約に準拠

この条約に準拠し各国は法令の整備を実施して
いるため，どの国も航空法体系（内容）は似て
いる。

※シカゴ条約批准国は自動的に
国際連合の専門機関の一つで
ある国際民間航空機関(ICAO)
に加盟することになっている。
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航空法

航空法施行令

航空法施行規則

耐空性審査要領

航空法施行規則
附属書第一

航空機及び装備品
の安全性を確保

するための強度，
構造及び性能に

ついて

航空法施行規則
附属書第二

航空機の
騒音の基準

航空法施行規則
附属書第三

航空機の発動機の
排出物の基準

航空機検査業務
サーキュラー

航空法を遵守する手順

技術的な要件

型式証明は，
ある機種に対
して，航空法
を遵守する手
順にそって，
機体の技術的
要件を満足す
ることを証明
することで与
えられる。

1.2 航空の安全性を守る仕組み －本邦の法体系－
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1.3 航空安全を守る本邦の仕組み

航空安全のための要件と法制度 （米国制度の略称を併記）

① 設計・製造過程・製造後の現状が基準に適合していること
⇒耐空証明（法10条）：AW、型式証明（法12条）：TC

② ①で定めた手順で繰り返し、同等の品質で製造できること
⇒製造事業場認定（法20条、ｻｰｷｭﾗｰNo.2-001）：PC

③ 機体を安全な状態に維持できる体制が適切であること
⇒整備方式審査（法104条、ｻｰｷｭﾗｰNo.1-318、1-317）：MRB

④ 操縦士の能力を管理できる体制が適切であること
⇒飛行基準評価審査（同上、課長通達国空航第3003号の5)：FSB
⑤ 運航時に信頼性を維持する基準が適切であること

⇒運用評価審査（同上、ｻｰｷｭﾗｰNo.1-009）：FOEB

①～③： 運航開始後の機体毎のHW/SWの安全性（以下、耐空性）を
確認する制度 ⇒耐空証明（法10条）⇒次ページ

③～⑤： 航空機開発時に、「運航・整備要件評価グループ」活動の中で
評価される（米国での呼称Aircraft Evaluation Group (AEG)）
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1.2 航空安全を守る仕組み －制度と開発プロセス－

設計の
検査

製造過程
の検査

初回
耐空証明
（1機毎）

＜運航＞
定期整備

/改造

2回目
以降の

耐空証明

耐空性維持（CA）

①～③耐空証明
（1機毎に実施）

①型式証明
（航空機の型式毎に実施）

安全性・環境適合
性に適合する設計
か

設計通りに製造されて
いるか。予定している
製造過程が設計を実
現するために適切か

設計通りの性能が発
揮され、最終的に安
全性・環境適合性基
準に適合しているか

安全性・環境適合性基準への適合性検査を行い、
機体個々に対して、国土交通大臣が認可・証明。

安全性・環境適合性基準への適合性検査を行
い、航空機の型式に対して、国土交通大臣が
認可・証明。（航空法12条）
型式証明を取得した航空機は、1機毎の耐空
証明取得時に検査の設計、製造過程検査を
省略できる。（航空法10条）

民間航空機は、開発時の型式証明や、運航ﾌｪｰｽﾞでの耐空証明、ﾏﾆｭｱﾙ類の策定など、
航空機ﾗｲﾌｻｲｸﾙに渡る活動を通して、継続的に安全性を保証することが求められている。

現状
の検査

整備方式審査 （MRB）
飛行基準審査 （FSB）
運航方式審査 （FOEB）

運航・整備要件評価G （AEG）

④FSBR⇒訓練規程
⑤MMEL⇒MEL

③MRBR

ICA ⇒整備規程

・安全性を確保するための強度、構造及び性能
についての基準

・騒音の基準
・排出物の基準
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AEG：Aircraft Evaluation Group
MRB(R)：Maintenance Review Board (Report)
FSB(R)：Flight Standardization Board (Report)
FOEB：Flight Operational Evaluation Board
(M) MEL：(Master) Minimum Equipment List
(I) CA：(Instructions for) Continued Airworthiness

設計の
検査

製造過程
の検査

初回
耐空証明
（1機毎）

＜運航＞
定期整備

/改造

2回目
以降の

耐空証明

耐空性維持（CA）

安全性・環境適合性に
適合する設計か

設計通りに製造されているか。

予定している製造過程が設
計を実現するために適切か

設計通りの性能が発揮
され、最終的に技術基準
に適合しているか

現状
の検査

整備方式審査 （MRB）
飛行基準審査 （FSB）
運航方式審査 （FOEB）

運航・整備要件評価G （AEG）

FSBR⇒訓練規程
MMEL⇒MEL

MRBR

＜前頁で使われている略語＞

1.2 航空安全を守る仕組み －制度と開発プロセス－
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～耐空証明～

1.2 航空安全を守る仕組み－耐空証明 vs. 型式証明－

航空法10条、11条
第十条 国土交通大臣は、申請により、航空機（国土交通省令で定める滑空機を除く。以下この章において同じ。）について耐空
証明を行う。

２ 前項の耐空証明は、日本の国籍を有する航空機でなければ、受けることができない。但し、政令で定める航空機については、
この限りでない。

＜3項省略＞

４ 国土交通大臣は、第一項の申請があつたときは、当該航空機が次に掲げる基準に適合するかどうかを設計、製造過程及び現
状について検査し、これらの基準に適合すると認めるときは、耐空証明をしなければならない。

＜4項の一～三省略＞ ⇒ 耐空性基準、騒音基準、排出物基準

５ 前項の規定にかかわらず、国土交通大臣は、次に掲げる航空機については、設計又は製造過程について検査の一部を行わ
ないことができる。
一 第十二条第一項の型式証明を受けた型式の航空機（初めて耐空証明を受けようとするものに限る。）

＜5項の二省略＞
三 耐空証明を受けたことのある航空機

⇒10条5項が、民間機を開発する際に型式証明を取得する理由！！

＜以下5項の二～五省略＞

第十一条 航空機は、有効な耐空証明を受けているものでなければ、航空の用に供してはならない。但し、試験飛行等を行うため
国土交通大臣の許可を受けた場合は、この限りでない。

２ 航空機は、その受けている耐空証明において指定された航空機の用途又は運用限界の範囲内でなければ、航空の用に供し
てはならない。
３ 第一項ただし書の規定は、前項の場合に準用する。

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=327AC0000000231_20170530_428AC0000000051&openerCode=1#96

出典：e-Gov
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設計の検査 製造過程検査 現状の検査

同一機種の全機体で共通

型式証明(Type Certificate)は，この共通部分をあらかじめ証明しておき，耐空
証明検査の一部を省略するものである。つまり，耐空証明と同じ基準に「型式」
が合致していることを示す必要がある。

1. 安全性を確保するための強度・構造及び性能についての基準
2. 騒音の基準
3. 発動機の排出物の基準

<3種の基準に適合していることを上記3種類の検査で証明>

型式証明書

新規設計の場合、この部
分の検査に通常5年以上
が必要

＜自動車の例＞
プリウスの型式：DAA-ZVW30

（型式証明は機体の設計者が取得）

1.2 航空安全を守る仕組み－耐空証明 vs. 型式証明－
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～型式証明～

1.2 航空安全を守る仕組み－耐空証明 vs. 型式証明－

航空法12条

第十二条 国土交通大臣は、申請により、航空機の型式の設計について
型式証明を行う。
２ 国土交通大臣は、前項の申請があつたときは、その申請に係る型式の
航空機が第十条第四項の基準に適合すると認めるときは、前項の型式証
明をしなければならない。
３ 型式証明は、申請者に型式証明書を交付することによつて行う。
４ 国土交通大臣は、第一項の型式証明をするときは、あらかじめ経済産
業大臣の意見をきかなければならない。

⇒ 耐空証明同様、耐空性、騒音、排出物の基準に適合する必要あり。
⇒ 基準については次章で説明します。

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=327AC0000000231_20170530_428AC0000000051&openerCode=1#96

（出典：e-Gov）
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耐空証明 vs. 型式証明

耐空証明 型式証明

準拠法令 法10条 法12条

申請者 運航者（エアライン等） 設計製造メーカー

責任国
機体の登録国

（通常エアラインの所在国、
運航国と呼ばれる）

メーカーの所在国1)

（設計国と呼ばれる）

有効期限 1年2) なし

1) 複数の機体が運航国に輸入される場合には、運航者が円滑に運航国の耐空証明
を取得できるように、設計国の審査結果を受けて、簡易的な審査で運航国が型式証
明を発行することが通常行われている。 （ref：航空安全相互承認協定）

2) 1) 一定の要件を満足することで、複数年で耐空証明を取得できる制度があり、連続
式耐空証明と呼ばれる。

1.2 航空安全を守る仕組み－耐空証明 vs. 型式証明－



- 26 -MHI PROPRIETARY

1.3 航空安全を守る仕組み －AEG活動－

 AEG : Aircraft Evaluation Group
本邦法制度では、運航・整備要件評価グループと呼ばれるが、
本邦の正式文書でもAEGの略称が使われることから、以下AEG
と記す。

 AEG活動は、型式証明申請者（以下申請者と記す）、運航者（エ
アライン）、航空当局の参加のもと実施される。

 AEGは、整備方式審査会（MRB）、飛行要件審査会（FSB）、運航
評価審査会（FOEB）の3つの審査会（ボード）で構成されている。
 MRB：Maintenance Review Board
 FSB：Flight Standardization Board
 FOEB：Flight Operation Evaluation Board

 AEG議長及び上記3ボードの議長は設計国の航空当局から選任
される。

 MSJでは、型式証明発行までにAEG活動を完了させることを航
空局から正式に求められている。
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1.3 運航安全を守る仕組み －AEG活動 / MRB－

 整備方式審査会：Maintenance Review Board（MRB）
 定期整備の内容、間隔を定め、MRBR（MRB Report）にまと

めることが、MRBの役割。
 MRBRは航空当局により承認を受けたのち、運航者に供給さ

れる。運航者はMRBRに自社、自国独自のノウハウや事情を
追加して、整備規程を作成し、運航国当局の承認を受ける。

 MRBは、その下に航空業界運営委員会（ISC：Industrial 
Steering Committee）を設置し、その議長は通常運航者が担
当する。

 ISCのもとに、構造を含む各系統毎にWGを設置し、詳細の整
備要件を定める。WGも3者参加で実施され、整備要件を検討
し、ISCに提出する。
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1.3 運航安全のための仕組み －AEG活動 / FSB－

 飛行要件審査会：Flight Standardization Board (FSB)
 運航者の操縦士を訓練するためのシラバスを作成することが

FSBの役割。
 3者合意のもと、申請者が、該当型式の訓練シラバス原案を

作成し、FSBR（FSB Report）として発行し、訓練会社や運航
者に供給する。

 FSBRは、航空当局の承認文書。運航者はFSBRを元に各社
独自の要件を追加して、訓練規程を作成し、航空当局の承認
を得る。

 通常、新型式の操縦士の訓練は6か月程度必要。申請者は、
初号機納入直後の運航開始を運航者に求められるため、開
発の最後期に開発と並行して操縦士を養成する必要がある。

 一方、模擬飛行訓練装置（以下、FS）も操縦士訓練には必須。
FSの開発は数年必要であり、最終的に航空当局の承認が必
要。よって、FSと機体は並行開発が求められる。
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1.3 運航安全のための仕組み －AEG活動 / FOEB－

 運航評価審査会：Flight Operation Evaluation Board （FOEB）
 原運用許容基準（MMEL）を作成することが、FOEBの役割。

MMEL：Master Minimum Equipment List
 航空機は、膨大な点数の部品から構成されており、運航中の

すべての時点で、一点の部品の故障も許容しないことは以下
のような不合理を生ずる。
• 冗長性を持たせて安全性を向上させた場合、故障率は上

がるので、逆に運航ができなくなる。
• 欠航をなくすためには、運航者は路線の全ての場所で、整

備／修理体制、設備、補用部品を配置することとなり、運
航コストの増大を招き、航空機運航の経済合理性を失う。

 そのため、安全性を損なわないことを前提に、限定的に機体
を運航できる仕組みが設定されており、その判断基準が、
MMELである（例えば、FESは故障しても安全性に影響はな
い等）。



- 30 -MHI PROPRIETARY

Flying into the future.

2．航空機の安全性の基準

試作4号機飛行試験
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2.1 航空機に課されている基準

 航空安全は、現在の制度においては、耐空証明（型
式証明）、製造検査事業場認定、AEG活動の組み合
わせで担保されている。（ref：7ページ）

（俗に言われている、「機械を設計する人、作る人、整
備する人、使う人が悪いことをしなければ、機械が悪
さをすることはない」が実際に法制度化されている）

 本章では、それらの制度中から、機体を開発する側
の観点で重要な航空機の安全性の基準について説
明する。

 また、本章では耐空証明を取得して、機体を運航する
場合を前提として説明をする。
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(2) 航空法第十条第4項の基準
1. 安全性を確保するための強度・
構造及び性能についての基準
(“安全性の基準”)

2. 騒音の基準
3. 発動機の排出物の基準

(1)要求基準
航空法第十条第4項*)の基準に適
合していなければならない。
(*)・・航空法第十条第4項
国土交通大臣は、第一項の申請があつたときは、当該航空機が次
に掲げる基準に適合するかどうかを設計、製造過程及び現状につ
いて検査し、これらの基準に適合すると認めるときは、耐空証明を
しなければならない。

2.2 航空機の安全性の基準



- 33 -MHI PROPRIETARY

2.3 安全性の基準

 安全性を担保するための強度・構造及び性能に関す
る基準（以下、安全性の基準）は、本邦では、航空法
施行規則附属書第一に記されている。
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2.3 安全性の基準

 航空法施行規則附属書第一は、「耐空性審査要領」
と呼ばれる技術的な基準の詳細を定めた規準集の
前文となっており、ICAO ANNEX 8を翻訳したもので
ある。（目次を次ページ）

 航空機を設計する際に、「レギュレーション」と呼ばれ
ているのは、「耐空性審査要領」を指すことが多い。

 耐空性審査要領は、航空機の種類（耐空類別という）
ごとに、設計・製造が満足しなくてはならない基準が
定められている。旅客機に関する基準は、日米の場
合、約900項目にもわたる。

*)・・Code of Federal Regulations,  **)・・Certification Specifications
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2.3 安全性の基準

耐空性審査要領目次
第Ⅰ部. 定義
第Ⅱ部. 飛行機（耐空類別が飛行機普通N、飛行機実用U、飛行機曲技A又は
飛行機輸送Cであるもの） ：小型固定翼機
第Ⅲ部. 飛行機（耐空類別が飛行機輸送Ｔであるもの） ：旅客機のカテゴリ
第Ⅲ部の２. 耐空性の継続及び安全性の向上
第Ⅲ部の３. 燃料タンク系統の故障許容性の評価
第Ⅳ部. 回転翼航空機（耐空類別が回転翼航空機普通Nであるもの）
第Ⅴ部. 回転翼航空機（耐空類別が回転翼航空機輸送ＴＡ級又は回転翼航空
機輸送ＴＢ級であるもの） ：航空運送事業用のヘリ
第Ⅵ部. 滑空機（耐空類別が滑空機曲技A又は滑空機実用Uであるもの）及び
動力滑空機（耐空類別が動力滑空機曲技A又は動力滑空機実用Uであるも
の）
第Ⅶ部. 発動機
第Ⅷ部. プロペラ
第Ⅸ部. 軟式飛行船
第Ⅹ部. 無線通信機器
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2.3 安全性の基準

耐空性審査要領第III部（T類飛行機）目次
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米国連邦航空局（Federal Aviation Administration: FAA)による技術的な基準は，2009年に
法体系が見直され，Code of Federal Regulations（CFR）に再編された。MRJのような飛行機
輸送T類（Transport Category)はCFR Title 14 Part 25に基準がまとめられている（略称：
14CFR Part25）。

現時点で，CFR Part 25の基準は，
Part 25.1～25.1801＋Appendix 15項目からなって
いる。（約900項目の基準）
基準本体は，Subpart A～Iに区分。

Subpart A：一般
Subpart B：飛行性
Subpart C：構造，荷重
Subpart D：製造
Subpart E：動力
Subpart F：装備品
Subpart G:運用制限など
Subpart H：EWIS*)

Subpart I：Appendixと特別なルール
基準への適合性を示すガイドライン
”Advisory Circular”が充実。

出典： https://www.ecfr.gov

*): Electric Wire 
Interconnection System

⇒https://www.faa.gov/regulations_policies/advisory_circulars/

2.3 安全性の基準
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日米欧の技術基準の関係

2.3 安全性の基準

日本 米国 欧州

旅客機 耐審第III部 Part 25 CS-25

小型固定翼
(MTOW≦19,000、19名以下）

耐審第II部 Part 23 CS-23

小型回転翼
(MTOW≦7,000、9名以下）

耐審第IV部 Part 27 CS-27

航空運送事業用
回転翼

耐審第V部 Part 29 CS-29

エンジン 耐審第VII部 Part 33 CS-E

騒音 附属書第二 Part 36 CS-36

排出物 附属書第三 Part 34 CS-CO2

米国：Code of Federal Regulations Title 14 （14CFR ）
欧州：EASA Certification Specifications
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2．（補足）

航空法第十一条後段 （通称11条但し書き）
但し、試験飛行等を行うため国土交通大臣の許可を受けた場合は、この限
りでない。

国産旅客機の開発飛行試験は、この「11条但し書き」に基づいて、国土交
通大臣の認可を得て、飛行を実施することとなる。

国産旅客機の飛行試験をアメリカで実施する場合はどうなるのか？

前述のシカゴ条約では、個々の航空機の安全性は、製造国ではなく、登録国
（その機体を登録している国）が担保しなくてはいけないと定められている。
日本で登録をされた日本国籍の機体が飛行試験を実施する際には、それが米
国領空内であっても、本邦航空局が安全性を担保しなくてはならない。
一方、米国民の頭の上を飛ぶので、アメリカの航空当局であるFAAもSpecial 
Flight Permissionという名前で、安全性の確認を行っている。

＜応用問題＞
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Flying into the future.

3．型式証明を取得するプロセス

試作4号機飛行試験
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Flying into the future.

試作4号機飛行試験

3.1 型式証明を取得するには？

型式証明(Type Certificate)は，この共通部分をあ

らかじめ証明しておき，耐空証明検査の一部を省
略するものである。つまり，耐空証明と同じ基準（航
空法10条4項の基準）に「型式」が合致していること
を示す必要がある。

では、具体的に型式証明を取得するプロセスは？
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② 設計の検査 (型式/Type Designの検査)
“型式/Type Design”が基準に適合している
か検査を受ける。

① 適用基準/Certification Basis の設定
原則，型式証明申請時の最新の安全性／環境の基準に基づいて設定する。

型式証明取得のプロセス

③製造過程検査
定められた型式に従って，適切に
飛行機を作る能力があるか検査
を受ける。

型式証明書

3.1 型式証明を取得するには？

⓪ 型式証明申請
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3.2 適用基準とは

適用基準/Certification Basis
型式証明を取得する際に、申請者が証明しなければならない5つの
基準一式。

１. 安全性の基準
(20xx年xx月xx発行 XX改訂版)

２. 騒音の基準
(型式証明発行時点の最新版)

３. 排出物の基準
(型式証明発行時点の最新版)

適用基準/
Certification Basis

４. 航空局からの追加要求 ５. 申請者からの変更・除外要求

全機共通

型式特有
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3.2 適用基準とは② -全機共通の安全性-

第X1号 第X2号 第X4号

20XX-5

第X5号

型式証明取得この時点までに改訂された
基準は適合が必要

型式証明申請

申請時の最新版は原則適用

第X3号

追加適用する必要あり
どの改訂版まで適用させるのかは申請者が決
め，当局の合意を得る。

最大５年間の猶予期間

安全性の基準の猶予期間
安全性の基準は原則最新の基準を適
用するが，安全性の基準は日々改訂さ
れるため，型式証明申請者が型式証明
申請から型式証明取得までに5年を超
えた場合は、型式証明取得予定の5年
前まで遡った有効な基準を適用し，その
後はどの改訂版まで適用させるのかを
申請者が決定し，航空当局と合意する。

20XX
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3.2 適用基準とは③ -型式特有の基準-

申請者からの要求‐代替基準の提案
(同等の安全性/Equivalent Level of Safety)

耐空性審査要領を適用するよりも，他の方法
で安全性を証明することが適当と判断される場
合は，申請者から基準の変更を要求する。

申請者からの要求‐除外要求
(適用除外/Exemption)

耐空性審査要領を適用しなくと
も同じ安全性を保証できる場合
は，申請者から基準への適合
の除外を申請する。

変更 除外

航空局からの追加要求
(特別要件/Special Condition)

設計に新技術を用いており，既
存の基準で十分に安全性が担
保されない場合，航空局から追
加で要求される基準。

追加
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3.3 型式証明所有者(申請者)の責務

型式証明書

 文書やデータの偽造や内容の不正記載防止。
 不具合，異常，欠陥情報の速やかな報告と改善。
 事故や異常の調査時の当局への協力。

型式証明の所有者は，その機体が運航され続ける限り，
次の項目を行うことが責務となる。
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Flying into the future.

4. 航空機システムの安全性証明について
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4.1 航空機開発の全体のフロー

風洞試験

基

本

設

計

細 部 設 計 試作・生産

納入

構

想

設

計

サポート市場 要 求

全
機
試
験（
飛
行
試
験
等）

部分構造試験

カスタマー

全 機 と り ま と め

飛行試験

シミュレータ試験

全機静強度試験

全機疲労・損傷許容性試験

解析ツール デジタル
エンジニアリング

規定・標準・スペック

システムリグ試験

クーポン試験

試作・工作試験
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航空機のシステムが巨大化，複雑化したこと。

航空機のシステムにおけるソフトウェアの役割が増加
していること。
→そのため，全ての安全性基準を満足していることを

試験などで実証して示すことが事実上不可能となって
きた。

4.2 近年の航空機の安全性証明の考え方

開発保証プロセスの考え方を導入。
→開発のプロセスが所定の基準に沿って行われている

ことを証明することで，そのプロセスから生み出される
製品が所定の基準を満足している（＝安全性が確保さ
れている）と考える。

結果だけでなく，過程(プロセス）が重要
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 航空機という巨大システムにおける、全ての装備品の設計要求を管理する。特に、
機体メーカ／サプライヤ間などの「会社間」の要求が正しくトレースされていることに
注意を払う必要あり。

 設計要求は全てトレースされ、抜け／漏れなく、かつ、正しい内容であること
（Completeness & Correctness）を証明する必要あり（Validation） 。
航空機業界では、要求管理ツールとして”DOORS”の使用が標準的。

 全ての設計要求におけるトレース妥当性を、以下のうちいずれかの手法により検証
（Verification）しなければならない。

 Test
 Analysis
 Engineering Review 等

 ソフトウェア不適合の原因は、上位文書のエラーにあることが多い。

 製品を検証（Verification）する際には、

 機器レベルの試験

 機器を組み合わせたシステム・レベルの試験（Iron Birdなど）

 機体として飛行試験

の順に、積み上げ式の検証を行うのが一般的。

4.3 システム開発保証プロセス
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4.3 システム開発保証プロセス

Iron Birdの写真 ：Airbus HPより
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Top Down
Safety

Requirements
Development 

&
Validation

Bottom Up
Safety

Requirement
&

Verification
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 ARP4754 ：機体システム全般の開発保証

 DO-178B/DO-254  ：ｿﾌﾄｳｪｱ / AEH (Airborne Electronic Hardware）の開発保証

4.4 システム開発保証プロセス

出典；SAE ARP4754 REV.A

FMEA: Failure Mode and Effect Analysis
FMES: Failure Mode and Effect Summary
CMA: Common Mode Analysis
CCA: Common Cause Analysis
FHA: Fault Hazard Analysis
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Function, Failure, 
and Safety 
Information

Intended 
Aircraft 

Function
System
Design

Functions & 
Requirements

安全・開発保証に関する

Guideline Document

安全性評価プロセス

（SAE ARP 4761）

システム開発保証プロセス

（SAE ARP 4754）

ソフトウェア
開発保証プロセス

（RTCA/DO-178B）

ハードウェア（AEH）
開発保証プロセス
（RTCA/DO-254）

Implementation

Aircraft 
System 

Development 
Process

Hardware 
Lifecycle 
Process

Software 
Lifecycle 
Process

Functional 
System

【安全性評価プロセス】

 各機器／搭載Softwareの安全性への影響を
評価。

 影響度（Severity）に応じて、Complex 
Hardware / Softwareに対する開発品質要求
ﾚﾍﾞﾙが設定される。

【システム開発保証プロセス】

 機体ﾚﾍﾞﾙ → ｼｽﾃﾑ・ﾚﾍﾞﾙ → 機器ﾚﾍﾞﾙ → 
Softwareﾚﾍﾞﾙへと、機能／性能要求をﾌﾞﾚｲｸ
ﾀﾞｳﾝ設定

 全ての要求に関して、

 Completeness（抜けが無いこと）

 Correctness（妥当であること）

が求められる。

【ソフトウェア開発保証プロセス】

所望のSoftware開発品質要求を満たすことを示
す為のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ。

Software開発計画、開発ﾌﾟﾛｾｽ、形態管理、品
質管理、検証ﾌﾟﾛｾｽ等に関する具体的な活動内容
が定義されている。

民間航空機搭載ｿﾌﾄｳｪｱの品質を担保する為の、
事実上唯一のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ。

4.5 安全・開発保証プロセスのガイドライン

SAE: Society for Automotive Engineers
RTCA: Radio Technology Committee for Aeronautics
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ｿﾌﾄｳｪｱ
要求仕様

ソフトウェア／
ハードウェア

結合検証試験

ｿﾌﾄｳｪｱ
設計

コーディング

ソフトウェア
単体検証試験

機器レベル
要求仕様

ソフトウェア結合
検証試験

【SOI #1】
Planning Audit

【SOI #2】 Requirement / 
Design / Coding Audit

【SOI #3】
Test Audit

 民間機開発におけるDO-178ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに従ったｿﾌﾄｳｪｱ開発は、ｻﾌﾟﾗｲﾔの責任範囲となることが多い。
 型式証明 (Type Certification)取得には、機体ﾒｰｶが審査当局 (Authority)に対してDO-178ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに

従ってｿﾌﾄｳｪｱ開発が行われていることを説明する必要有。
 機体ﾒｰｶのｿﾌﾄｳｪｱ・ｴﾝｼﾞﾆｱは、ｻﾌﾟﾗｲﾔがDO-178ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに従って開発していることを、Auditにて“監

査“し、要すれば是正させる必要有。
 開発ﾌｪｰｽﾞに応じた、複数回のAudit（SOI：Stage of Involvement）を実施。

4.6 ソフトウェア開発保証プロセス
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5．装備品等の認証制度
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 航空機に搭載される装備品やその製造メーカーに与えられる認証には，下記のよ
うなものがある。

 TSO （米国：TSOA，欧州：eTSO，本邦：仕様承認、以下，TSO）

 航空機の安全性を確保するために重要な部品，または特殊な部品／材料
に対しては，最低限満足すべき技術的な要件が独立して、定められており，
その要件のことをTechnical Standard Order（TSO）と呼び，その対象品は
TSO品と呼ばれている。TSO品は単体で承認取得が可能。

 例：航空機用座席（要件番号 FAA TSO-C39あるいはTSO-C127）

 TSOの要件はFAAのAdvisory Circular 21-46Aに記載。
（http://rgl.faa.gov/Regulatory_and_Guidance_Library/rgTSO.nsf/MainFrame?OpenFrameset）

 PMA（Parts Manufacturer Approval：米国、本邦の制度）
／POA（Production Organization Authorization：欧州の制度）

 規準に合致している設計データをもとに，基準に合致した製造／品質管理
のもとに航空機に搭載する装備品／部品などを製造能力があるメーカーに
与えられる認証。

 米国ではReverse Engineeringによる3rd パーティーの航空機部品製造も
一部認められている。

5.1 装備品などに対する各種認証制度
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 航空機に搭載される装備品やその製造メーカーに与えられる認証には，下記のよ
うなものがある。

 TSOA/eTSO （米国：TSOA，欧州：eTSO，以下，TSO）

 航空機の安全性を確保するために重要な部品，または特殊な部品／材料
に対しては，最低限満足すべき技術的な要件が定められており，その要件
のことをTechnical Standard Order（TSO）と呼び，その対象品はTSO品と
呼ばれている。

 例：航空機用座席（要件番号 FAA TSO-C39あるいはTSO-C127）

 TSOの要件はFAAのAdvisory Circular 21-46Aに記載。
（http://rgl.faa.gov/Regulatory_and_Guidance_Library/rgTSO.nsf/MainFrame?OpenFrameset）

 PMA（Parts Manufacturer Approval：米国の制度）
／POA（Production Organization Authorization：欧州の制度）

 規準に合致している設計データをもとに，基準に合致した製造／品質管理
のもとに航空機に搭載する装備品／部品などを製造能力があるメーカーに
与えられる認証。

 米国ではReverse Engineeringによる3rd パーティーの航空機部品製造も
一部認められている。

5.1 装備品などに対する各種認証制度
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 航空機に搭載される装備品やその製造メーカーに与えられる認証には，下記のよ
うなものがある。

 TSOA/eTSO （米国：TSOA，欧州：eTSO，以下，TSO）

 航空機の安全性を確保するために重要な部品，または特殊な部品／材料
に対しては，最低限満足すべき技術的な要件が定められており，その要件
のことをTechnical Standard Order（TSO）と呼び，その対象品はTSO品と
呼ばれている。

 例：航空機用座席（要件番号 FAA TSO-C39あるいはTSO-C127）

 TSOの要件はFAAのAdvisory Circular 21-46Aに記載。
（http://rgl.faa.gov/Regulatory_and_Guidance_Library/rgTSO.nsf/MainFrame?OpenFrameset）

 PMA（Parts Manufacturer Approval：米国の制度）
／POA（Production Organization Authorization：欧州の制度）

 規準に合致している設計データをもとに，基準に合致した製造／品質管理
のもとに航空機に搭載する装備品／部品などを製造能力があるメーカーに
与えられる認証。

 米国ではReverse Engineeringによる3rd パーティーの航空機部品製造も
一部認められている。

5.1 装備品などに対する各種認証制度
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６．機体を輸出する時に考えなくてはいけないこと



- 60 -MHI PROPRIETARY

航空機をベストセラー機にするためには、機体の輸出が必須。
機体を海外に輸出し海外で運航してもらうためには、その国のエア

ラインに機体を購入してもらい、登録し、耐空証明を取得してもらう
必要がある。

耐空証明を取得するためには、その国が定める技術基準に設計が
適合していることを示す必要がある。
⇒耐空検査をフルに実施すると、前述のように1機あたり５年といっ
た単位の時間が必要となり、現実的ではない。
⇒複数の機体なら耐空証明ではなく、型式証明を取得すべき

6.1 機体を輸出する時に耐空証明はどうなる?

一方で、輸出元で一度5～8年かけて受けた審査と同じ審査を輸
出相手国ごとに重複して受ける必要があるのか?
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国際的な活用が進んでいる航空製品の安全性審査を、輸出相
手国ごとに重複して受けることは、製造メーカーの経済合理性を損
なうだけでなく、航空製品の輸出入に伴う、各国航空当局の審査
リソース確保の面でも合理性を著しく損なうこと。

相手国の審査能力が自国のそれ同等以上と認めた場合には、二
国間で航空安全協定*)を締結し、重複した審査を実施することな
く、航空製品の円滑な輸出入ができる制度が作られてきた。

しかし、欧米が相手の場合は、現実的には航空全般（設計・製
造・運航）に関する経験や力量の差があり、なかなか平等な協定
を締結するに至っていないのが現状（改善されつつある）。

6.2 2国間の航空安全相互承認協定

*)
耐空性のみの協定:BAA (Bilateral Agreement for Airworthiness)
耐空性だけでなく、整備などの包括的協定:BASA

(Bilateral Aviation Safety Agreement)
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米国と最初に耐空性に関する相互承認協定を締結:1952年
日米間の航空安全協定のスコープが大きく拡張され。

BAA⇒BASAとなり、耐空性だけでなく、整備などもスコープに入れ
るべく調整中。しかし、T類の機体の安全性審査については、
JCABの経験不足との判断で、その時点ではスコープ外。

2019年11月に上記BASAの中でT類の機体についても取り扱う
ことのできる実施細則が定められた。（本年2月から発効）

6.3 日米間の航空安全相互承認協定
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6.4 日本の相互承認協定・取り決めの締結状況

相手国 種別 包括協定 実施取決め

米国 BASA 航空の安全の増進に関する日
本国政府とアメリカ合衆国政府
との間の外交レベルの協定
（2009年締結）

航空の安全の増進に関する日本国政府とアメ
リカ合衆国政府との間の協定の下の両当局間
の設計承認、製造に関する活動、耐空性承認、
設計承認後に関する活動及び技術支援のた
めの耐空性に関する航空当局間の実施取決
め。飛行機T輸送類も含める改訂がなされた
（2019年11月締結、2020年2月発効） 。

欧州 WA
（BASA締結に
向けて調整中）
(Working 
Arrangement)

外交レベルの相互承認はMRJ
運航開始までに締結することで，
日欧間で調整／協議中。
（実務会議は2017年から開始）

本邦国土交通省航空局（JCAB）と欧州航空安
全庁（EASA）の間の耐空性に関する実施取決
め（平成2011年締結）

カナダ BASA 日本国運輸省航空局とカナダ運
輸省航空局間の航空の安全の
推進に関する双務取極め（1997
年締結）

本邦国土交通省航空局とカナダ運輸省航空局
間の民間航空製品の耐空性及び環境適合性
の証明の相互受け入れのための技術取極め
（1999年締結、2002年改訂）
整備に関する実施取り決め（2017年）

ブラジル MoU
(Memorandum of 
Understanding)

日本国国土交通省航空局とブラ
ジル民間航空庁間の航空の安
全の推進に関する了解覚書
（2008年締結）

本邦国土交通省航空局とブラジル民間航空庁
間の民間航空製品の耐空性及び環境適合性
の証明の相互受け入れのための技術取極め
（2007年締結）

<参考資料：国土交通省 「航空機等の整備事業について」 >
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第十条 国土交通大臣は、申請により、航空機（国土交通省令で定める滑空機を除く。以下この章において同じ。）について耐空証明を行う。
２ 前項の耐空証明は、日本の国籍を有する航空機でなければ、受けることができない。但し、政令で定める航空機については、この限りでない。
３ 耐空証明は、航空機の用途及び国土交通省令で定める航空機の運用限界を指定して行う。
４ 国土交通大臣は、第一項の申請があつたときは、当該航空機が次に掲げる基準に適合するかどうかを設計、製造過程及び現状について検査し、これらの基準に適合すると認
めるときは、耐空証明をしなければならない。
一 国土交通省令で定める安全性を確保するための強度、構造及び性能についての基準
二 航空機の種類、装備する発動機の種類、最大離陸重量の範囲その他の事項が国土交通省令で定めるものである航空機にあつては、国土交通省令で定める騒音の基準
三 装備する発動機の種類及び出力の範囲その他の事項が国土交通省令で定めるものである航空機にあつては、国土交通省令で定める発動機の排出物の基準
５ 前項の規定にかかわらず、国土交通大臣は、次に掲げる航空機については、設計又は製造過程について検査の一部を行わないことができる。
一 第十二条第一項の型式証明を受けた型式の航空機（初めて耐空証明を受けようとするものに限る。）
二 政令で定める輸入した航空機（初めて耐空証明を受けようとするものに限る。）
三 耐空証明を受けたことのある航空機
四 第二十条第一項第一号の能力について同項の認定を受けた者が、国土交通省令で定めるところにより、当該認定に係る設計及び設計後の検査をした航空機
五 第二十条第一項第五号の能力について同項の認定を受けた者が、国土交通省令で定めるところにより、当該認定に係る設計及び設計後の検査をした装備品を装備した航空
機（当該装備品に係る部分に限る。）
６ 第四項の規定にかかわらず、国土交通大臣は、前項の航空機のうち次に掲げるものについては、現状についても検査の一部を行わないことができる。
一 前項第一号に掲げる航空機のうち、第二十条第一項第二号の能力について同項の認定を受けた者が、当該認定に係る製造及び完成後の検査をし、かつ、国土交通省令で定
めるところにより、第四項の基準に適合することを確認した航空機
二 前項第一号に掲げる航空機のうち、政令で定める輸入した航空機
三 前項第三号に掲げる航空機のうち、第二十条第一項第三号の能力について同項の認定を受けた者が、当該認定に係る整備及び整備後の検査をし、かつ、国土交通省令で定
めるところにより、第四項の基準に適合することを確認した航空機
７ 耐空証明は、申請者に耐空証明書を交付することによつて行う。

第十条の二 国土交通省令で定める資格及び経験を有することについて国土交通大臣の認定を受けた者（以下「耐空検査員」という。）は、前条第一項の航空機のうち国土交通省
令で定める滑空機について耐空証明を行うことができる。
２ 前条第二項から第七項までの規定は、前項の耐空証明について準用する。

第十一条 航空機は、有効な耐空証明を受けているものでなければ、航空の用に供してはならない。但し、試験飛行等を行うため国土交通大臣の許可を受けた場合は、この限りで
ない。
２ 航空機は、その受けている耐空証明において指定された航空機の用途又は運用限界の範囲内でなければ、航空の用に供してはならない。
３ 第一項ただし書の規定は、前項の場合に準用する。

（型式証明）
第十二条 国土交通大臣は、申請により、航空機の型式の設計について型式証明を行う。
２ 国土交通大臣は、前項の申請があつたときは、その申請に係る型式の航空機が第十条第四項の基準に適合すると認めるときは、前項の型式証明をしなければならない。
３ 型式証明は、申請者に型式証明書を交付することによつて行う。
４ 国土交通大臣は、第一項の型式証明をするときは、あらかじめ経済産業大臣の意見をきかなければならない。

（参考情報） 航空法抜粋 10条～12条


